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福島県2050年カーボンニュートラルの実現へ向けて
～ＺＥＢについて～

・実質的な温室効果ガス削減目標（2013年度比）
2030年度：50%
2040年度：75%
2050年度：実質ゼロ

○「福島県地球温暖化対策推進計画」

・基本姿勢
①県民総ぐるみの省エネルギー対策の徹底
○施策：住宅・建築物の省エネルギー対策として
「ＺＥＨ・ＺＥＢの推進」
「県有施設の省エネルギー対策とＺＥＢ化の推進」
②再生可能エネルギー等の最大限の活用
③二酸化炭素の吸収源対策の推進
④気候変動への適応の推進

カーボンニュートラル（ZEB）について (1/10) R4.5.30 福島県土木部

３



カーボンニュートラル（ZEB）について (2/10) R4.5.30 福島県土木部

・再生可能エネルギー導入目標

（県内のエネルギー需要量に対して）

2030年 ：70%

2040年頃：100%

○「福島県再生可能エネルギー推進ﾋﾞｼﾞｮﾝ」

・四本の柱

①再生可能エネルギーの導入拡大

②再生可能エネルギー関連産業の集積

③持続可能なエネルギー社会の構築

○省エネルギーの徹底として

「公共施設での率先導入（ＺＥＢ化の推進）」

④水素社会の実現
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カーボンニュートラル（ZEB）について (3/10) R4.5.30 福島県土木部

県有建築物のZEB化

本県のエネルギー政策への取組

① 原子力災害を契機にエネルギー政
策を転換

② 原子力に依存しない省エネ・再エ
ネを推進

③ 建築分野におけるZEB化を推進

1999  福島県 地球温暖化防止対策推進地域計画 策定

（2021.12改定）

2017 福島県 再ｴﾈ・省ｴﾈ推進建築物整備指針 策定

（2021.４改定）

2018 福島県 再ｴﾈ・省ｴﾈ設計ガイドライン 策定

2019 ZEBモデル（須賀川土木事務所）整備

2012福島県 再生可能エネルギー推進ビジョン 策定

（2021.12改定）

2021～ ふくしまZEBガイドライン策定中

2011  東日本大震災・原子力災害 発生
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カーボンニュートラル（ZEB）について （4/10) R4.5.30 福島県土木部

○基本方針

建築物の整備において、ライフサイクルコストの低減を前提として、再
生可能エネルギーを積極的に導入し、また、省エネルギー対策による
エネルギー使用の効率向上を徹底する。

建築物における再生可能エネルギーの導入拡大とエネルギーの効率
利用を推進するための基本姿勢、エネルギー使用に関する目標値及
び実現のための方策を示し、エネルギー利用に関する県有建築物の
整備の方向性を明確にする

指針が、市町村や民間機関等の様々な建築物の整備にも活用され、
県民総ぐるみによる環境先進県の創造に寄与することを期待している。

福島県 再ｴﾈ・省ｴﾈ推進建築物整備指針
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カーボンニュートラル（ZEB）について (5/10) R4.5.30 福島県土木部

○目標値

＜目標値＞

再生可能エネル
ギー導入で達成
を目指す値

＜基準値＞

再生可能エネル
ギーなしで達成
する値

種別 指標 地域
事務所（庁舎） 学校

重要施設 一般施設 学校１ 学校２

＜目標値＞

新築、増築、
改築 ＢＥＩ

２・３

０．６０ ０．７０
０．７０ ０．５５

４

５ ０．６０ ０．５０

改修１ ＢＥＩ ２・３・４・
５

０．８０

改修２ ＢＰＩ ２・３・４・
５

１．００

＜基準値＞

新築、増築、
改築

ＢＥＩ

２・３

０．７０ ０．８０
０．８０ ０．６５

４

５ ０．７０ ０．６０

ＢＰＩ

２・３ ０．７０ ０．６５

４ ０．６５ ０．６０

５ ０．６０ ０．５５ ７



カーボンニュートラル（ZEB）について (6/10) R4.5.30 福島県土木部

福島県 再ｴﾈ・省ｴﾈ設計ガイドライン

• 指針で定めた数値目標を達成するために、省エネルギー
建材や設備システム、再生可能エネルギー設備の特徴を
整理

• 設計者、施工者などが、再生可能エネルギーの導入や
省エネルギー対策を検討する際、立地場所における気象
条件や建物用途に適した技術を検討するためのツール

指針の目標である再エネ・省エネ推進建築物の実現を目指す
ために、指針を補完するためのもの

○「ガイドライン」策定の趣旨
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カーボンニュートラル（ZEB）について (7/10) R4.5.30 福島県土木部

○設計における指針とガイドラインの関係

設計着手

設計完了

エネルギー消費性能計算の結果が、指針の目標値を達成

福島県再エネ・省エネ推進建築物設計ガイドラインを参考に、
省エネ建材や設備システムを検討

福島県再エネ・省エネ推進建築物整備指針に示されているエネル
ギー消費性能の数値目標を確認
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（カーボンニュートラル（ZEB）について （8/10) R4.5.30 福島県土木部

○ＺＥＢモデル整備～須賀川土木事務所整備～

１ 施設の位置付け

須賀川市、鏡石町、天栄村内の県管理道
路・河川等）の維持管理、災害復旧、除雪
に関する業務を行っている。災害時には危
機管理対応の業務を行う拠点施設となる。

２ 施設概要

所在地／福島県須賀川市大町33番地
建物用途／事務所等
構 造／鉄筋コンクリート造・木造

CLT（野地板、間仕切壁）
階 数／地上２階建て
敷地面積／1,445.84㎡
建築面積／375.41㎡
延べ面積／656.46㎡
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カーボンニュートラル（ZEB）について (9/10) R4.5.30 福島県土木部

○須賀川土木事務所の導入技術

BEI 0.13
○設備の効率化

・地中熱利用による潜熱顕熱分離空調

・タスク・アンビエント照明+昼光センサー

・太陽光発電設備（20kW）

・ＢＥＭＳ（ﾋﾞﾙ・ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ）

○建築計画の手法

・高断熱のサッシ（Low-eガラス）

・トップライト採光・換気

・ライトシェルフ（庇）による日射遮蔽

一次エネルギー消費量の

87％削減（省エネ57％、

創エネ30％）を実現する設

計とし、庁舎として東北初

の「Nearly ZEB」認証を

取得。
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カーボンニュートラル（ZEB）について （10/10） R4.5.30 福島県土木部

○ふくしまＺＥＢガイドライン

◆ 「福島県再エネ・省エネ推進建築物整備指針」と「福島県再エネ・省エ
ネ推進建築物設計ガイドライン」を定め、再エネの導入と省エネルギー
に配慮した施設の整備に務めてきた。

 「ふくしまZEBガイドライン」を策定中（2021～）

・新築、改築工事において、基本構想・計画段階でZEB化を検討し、

合意形成を図るためのZEB導入スキームを体現化する。

・ZEB化に関する建築技術をまとめる。

2050年カーボンニュートラルに向け、更なる

省エネルギーの徹底（ZEB化の推進)が必要
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カーボンニュートラル（木造化・木質化）について（１／４）
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ふくしま県産材利用推進方針（県農林水産部）の概要

方針改正の理由

法改正の主な内容

「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が令和３年10月１日に「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物
等における木材の利用の促進に関する法律」に改正されたことに伴い、新たに策定された国の基本方針に即して県の方針を改正
する。

・法の目的に「脱炭素社会の実現に資すること」を追加
・建築物木材利用促進協定の創設
・対象を「公共建築物」から「建築物一般」へ拡大
・強度等に優れた建築用木材製造技術の開発・普及の促進等を追加 ほか

方針改正の概要

○法改正及び国の基本方針策定に即して新たに定める内容
・方針の趣旨を新設し、木材利用による脱炭素社会の実現
を図ることを記載。

・民間建築物における木材利用を促進するため、事業主等
と地方公共団体による建築物木材利用促進協定の締結を
推進する。

・強度や耐火性能等に優れた建築木材等の技術開発に対し
支援を行う。

・木造化の検討に当たっては、建築コストのみではなく、
ライフサイクルコスト、木材利用による付加価値等を考
慮する。

○県有施設における県産材利用を更に推進するための改正内容
【木造化、木質化及び県産材利用の検討方法の見直し】

法改正により、建築物の用途を問わず建築物一般が木材利用
推進の対象とされたこと、また、建築法規の整備により規模
等に関わらず性能が満たされれば木材利用が可能となったこ
とや木質系耐火部材の開発等の技術進展があったことから、
次のとおり改正。

カーボンニュートラル（木造化・木質化）について（２／４）
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ふくしま県産材利用推進方針（県農林水産部）の概要

方針改正の概要

（現行）
・重点的に木造化を推進すべき公共建築物の
用途や規模、用途ごとに木質化を図る部分
を規定。

・各部局におけるフローチャートに基づく木

造化、木質化の検討。

※1 構造耐力上主要な部分である壁、柱、梁、桁、小屋
組等の全部もしくは一部に木材を利用すること。

※2 建築物を整備する主務課、営繕課等。
※3 県内で製材、加工され、流通している木材。木材の

生産地は問わない。

（改正後）
・県が整備する全ての建築物を対象に原則
として木造化※１などの木材利用が図られ
るよう、施設ごとに基本構想等の段階で
林業振興課を中心とした関係課※２で検討
を実施。

・また、木造化、内外装木質化及び木質バ
イオマスエネルギー利用を行う際は、原
則として県産材を利用することを明記。

・やむを得ない理由により県産材が利用で
きない場合には、地域材※３を利用するこ
とを明記。

【県産材の安定供給体制の強化のための追記】
・素材（丸太）生産業者、木材市場、製材工場等を対象としたサプライチェーンの構築を支援する。
・林業や木材産業などの関係者で構成する福島県木材流通対策協議会により、県産材の需給動向や価格動向等を
協議し、関係団体との連携を強化する。

【県民への普及啓発方法の見直し】
・県民が木と触れ合う機会を創出し、木育を推進することを追記。

カーボンニュートラル（木造化・木質化）について（３／４）
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カーボンニュートラル（木造化・木質化）について（４／４）

中大規模建築物の木造化・木質化
建
築
設
計
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

中大規模木造建築物の実績が全国的に

少ない中で、設計や施工に係るノウハウが
未だ十分ではないことから、農林水産部と
連携しながら調査・検討を行い、規模・用
途・地域性等を踏まえた建築設計ガイドラ
インを作成します。

木材の利用による快適な生活空

間の整備と「福島県2050年カーボン
ニュートラル宣言」の実現に向け、
県有建築物はもとより市町村・民間
事業者の中大規模建築物の木造
化・木質化を促進します。

～県有建築物ほか県内建築物の木造化・木質化を促進します～

取組の目的

県有建築物等の木造化・木質化の促進

取組のイメージ

取組の内容

調査・検討

課題抽出
木材流通把握

CO２削減
木質化の
在り方

コスト
マネジメント

地域特性を踏ま
えた材料・構法

規模・用途に
応じた

設計プロセス

脱炭素
社会の
実現

県有建築物での取組

快適な
生活空間
の形成

市町村・民間
普及啓発

【林業研修拠点施設】

【太陽の国障がい者支援施設】

木質化

木造化

須賀川
土木事務所
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プロポーザルにおける技術提案について（１／２） R4.5.30 福島県土木部

１ 視覚的表現の基本的な考え方
プロポーザル方式は、「設計案」ではなく、技術提案を評価し、｢ひと｣を選ぶものであ

り、技術提案書の提出者は、設計対象に対する発想・解決方法等の評価テーマに対する考
え方を、文章にて明確に表現することが基本であるが、提案にあたり視覚的表現による補
足が適当と考えられる内容については、その内容を表すのに相応しい適切なイメージ図等
による表現を認める。

２ 視覚的表現の許容範囲
次に掲げる視覚的表現は許容しない。
①具体的な建物の設計又はこれに類する表現
②詳細・細部の描き込みや、簡易でない表現
【許容しない表現の例】
・具体的な設計図、模型（模型写真を含む。）、精巧・精密な透視図等
・大半の室の位置・形状（細部にわたる部屋割り）、柱の位置や扉の開き勝手等が具体
的に表現された平面イメージ

・高度なレンダリングによる仕上げ材の質感やサッシの割付けの表現
・仕上げ材、家具、造作、設備機器等の詳細な形状、具体の寸法等の表現

ただし、①既存の建築物等の写真の使用、②増築、改修等の場合における当該建築物の
既存図面を使用した表現、③導入するシステム、工法等のイメージを示すための限定的な
詳細スケッチの使用は許容する。
なお、上記の許容しない表現に抵触しない範囲で、CAD、CG、BIM 等のコンピュータによ

るツールを使用した表現及びカラーを用いた表現を許容する。

３ （省略）

○視覚的表現の取扱いについて

国土交通省大臣官房官庁営繕部平成30年4月2日付け事務連絡「技術提案における視覚
的表現の取扱いについて」を参考とする。 (別紙１)
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プロポーザルにおける技術提案について（２／２） R4.5.30 福島県土木部

○技術提案書（作成上の留意点）

①「募集要領」に記載する全ての課題に対する提案について、Ａ3版○枚に横書きで記載する。

②作成にあたっては以下の事項に留意する。

ア 計画の考え方やそのための方法を説明する文章を中心に、提案者の考えを簡潔に記載する。

イ 提案の現実性や提案者の課題解決力を見るために、必要と考えられる図の使用は可能とする。

※ＣＡＤ、ＣＧ、ＢＩＭ等のコンピュータによるツールを使用した視覚的表現は許容する。

※模型（模型写真を含む）、詳細な設計図書、高解像度の透視図などの使用は控えること。

ウ 文章を補足するための写真（特定の施設を類推できるものは不可とする）、イラスト、スケ

ッチ、イメージ図（彩色可）は使用してよいが、必ず技術提案書の中に記載する。

※ 技術提案書は、文章により表現された内容を評価することが基本であり、文章を補完する

イメージ図等の視覚的表現に係る見栄えや精度で評価に差をつけることはない。

エ 文章の文字サイズは10.5ポイント以上とし、イラストやイメージ図等の室名及び注釈等は判

読可能な大きさとする。

オ 提案者の特定につながる事務所名、作品名の記載や、ふちどり等をしてはならない。

カ その他、技術提案以外の内容を記載してはならない。

○視覚的表現の取扱いについて

※県の考え方は下記のとおり

１８



総合評価（建築設計委託）について（１／４）

１９



総合評価（建築設計委託）について（２／４）

２０



総合評価（建築設計委託）について（３／４）

２１



総合評価（建築設計委託）について（４／４）
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大規模施設の計画について（1/4)

１ こころの医療センター（矢吹町）
近年の医療ニーズに対応し、病院機能の充実・強化を図るため、現病院を解体し、

新たに「こころの医療センター（仮称）」として整備する。
○事業期間…平成２９年度～令和５年度
・工 事…令和元年１０月～令和５年度（予定）

○施設規模…約１３，７６０㎡（地上４階・地下１階）
○総工事費…約７４億円

２ 太陽の国障がい者支援施設（西郷村）
老朽化が進行し、かつ現行の基準を満たしていない施設（けやき荘、かしわ荘）

の居住環境を改善するため、本施設を整備する。
○事業期間…平成３０年度～令和５年度
・工 事…令和２年７月～令和５年度（予定）

○施設規模…約３，５００㎡（地上１階）×２棟
○総工事費…約４３億円

３ だて支援学校（伊達市）
伊達地区から特別支援学校へ通う児童生徒等の長時間通学の負担軽減、及び特別

支援学校の児童生徒数増加による教室不足等に対する教育環境改善を図るため、本
施設を整備する。
○事業期間…平成３０年度～令和４年度
・工 事…令和２年１０月～令和４年度（予定）
※令和４年度は屋外整備工事、グラウンド整備工事

○施設規模…約８，６００㎡（校舎、体育館の合計）
○総工事費…約３６億円

２３



大規模施設の計画について(2/4)

４ 県中児童相談所（郡山市）
現在２箇所に設置されている事務所と一時保護所を集約し、児童福祉行政を一層

推進するため、本施設を整備する。
○事業期間…令和元年度～令和４年度
・工 事…令和３年度～令和４年度（予定）

○施設規模…約１，９００㎡（地上１階）
○総工事費…約１１億円

５ 県立医科大学助産師養成施設（福島市）
地域助産の即戦力及び多職種連携による助産分野のリーダーを養成し、安心して

子供を産み育てられる環境を確保するため、本施設を整備する。
○事業期間…令和２年度～令和４年度
・工 事…令和３年度～令和４年度（予定）

○施設規模…約２，０００㎡（地上２階）
○総工事費…約１１億円

６ 農業短期大学校（矢吹町）
老朽化した研修棟及び寮を統合するため、本施設を整備する。

○事業期間…令和３年度～令和６年度
・工 事…令和５年度～令和６年度（予定）

○施設規模…約４，０００㎡（地上１階）
○総工事費…約３５億円

７ 新郡山合同庁舎（郡山市）
老朽化・狭あい化等の諸課題に対応するため、本施設を整備する。

○事業期間…令和３年度～令和７年度
・工 事…令和５年度～令和７年度（予定）
○施設規模…約１０，５００㎡
○総工事費…約８０億円

設計中

設計中
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大規模施設の計画について(3/4)

８ 双葉地区特別支援学校
双葉地区における特別支援教育の基幹となる学校として、特別支援学校を整備する。

○事業期間…令和２年度～令和７年度
・工 事…令和５年度～令和６年度（予定）

○施設規模…約８，１７０㎡（地上３階）
○総工事費…約３３億円

９ 安積中高一貫校（郡山市）
生徒の興味や関心、進路希望の多様化等の教育におけるニーズの変化に対応する

ため、安積高等学校内に中学校舎を整備する。
○事業期間…令和３年度～令和６年度
・工 事…令和５年度～令和６年度（予定）

○施設規模…約４，２４０㎡（地上３階）
○総工事費…約２０億円

１０ 白河実業高校実習棟
白河実業高校と塙工業の統合校として、既存の３学科（機械科、電気科及び電子科）に建築科を加えた４学科の

実習棟を整備する。
○事業期間…令和３年度～令和６年度
・工 事…令和５年度～令和６年度（予定）

○施設規模…約７，９００㎡（地上２階）
○総工事費…約２８億円

設計中

設計中

設計中
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大規模施設の計画について(4/4)

１１ 安達地区特別支援学校
安達地区から特別支援学校へ通う児童生徒等の長時間通学の負担軽減、及び特別

支援学校の児童生徒数増加による教室不足等に対する教育環境改善を図るため、本
施設を整備する。
○事業期間…令和３年度～令和７年度
・工 事…令和５年度～令和７年度（予定）

○施設規模…約７，１００㎡（二本松校舎、本宮校舎（既存校舎の改修含む）の合計）
○総工事費…約３０億円

１２ 南会津地区特別支援学校
田島高等学校を活用し、高等部は校舎を一部改修し、小中学部は敷地内に校舎を新築することで、南会津地区に

新たに特別支援学校を整備する。
○事業期間…令和４年度～令和７年度
・工 事…令和６年度～令和７年度（予定）

○施設規模…約２，０００㎡（地上２階）

１３ 須賀川農業普及所
須賀川市からの移転要請、既存庁舎の老朽化等により新庁舎の建設が必要となったことから、本施設を整備する。
○事業期間…令和４年度～令和６年度
・工 事…令和５年度～令和６年度（予定）

○施設規模…約６００㎡（庁舎、車庫）
○総工事費…約３億６千万円

設計中

公告中

２６



No. 委託名 施工場所 委託概要 担当部局課

1 柳津ビジターセンター改修設計委託 柳津町 道の駅会津柳津改修設計 生活環境部自然保護課

2 須賀川農業普及所移転事業基本・実施設計委託 須賀川市 基本・実施設計 農林水産部農業振興課

3 凍結防止剤資材倉庫新設設計業務委託（道整・交付） 平田村 基本・実施設計 土木部県中建設事務所

4 福島東高校大規模改修工事設計委託 福島市 大規模改修工事設計 福島東高等学校

5 磐城高校大規模改修工事設計委託 いわき市 大規模改修工事設計 磐城高等学校

6 二本松工業高校チャレンジBOX新築工事設計委託 二本松市 基本・実施設計 二本松工業高等学校

7 磐城高校校舎等外壁改修工事設計委託 いわき市 外壁改修工事設計 磐城高等学校

8 葵高校管理棟ほか外壁改修工事設計委託 会津若松市 外壁改修工事設計 葵高等学校

9 会津工業高校南1棟外部改修工事設計委託 会津若松市 外部改修工事設計 会津工業高等学校

10 本宮高校第一体育館東側外壁等改修工事設計委託 本宮市 外壁等改修工事設計 本宮高等学校

11 会津農林高校木工室改築工事設計委託 会津坂下町 基本・実施設計 会津農林高等学校

12 南会津地区特別支援学校小中学部棟基本・実施設計等委託 南会津町 基本・実施設計 教育庁施設財産室

13 田島高校環境科学室新築等設計委託 南会津町 基本・実施設計 教育庁施設財産室

14 埋蔵文化財調査作業予定地改修工事 福島市 実施設計 教育庁文化財課

15 いわき中央警察署平窪駐在所改築設計委託 いわき市 実施設計 警察本部施設装備課

R4.5.30 福島県土木部令和４年度の主な委託設計について

２７


